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健全炉の廃止措置と福島第一の違い
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核燃料物質の撤去

使用済核燃料を取り出してから廃止措置を開始

核燃料物質（燃料
デブリ）が炉内に
散乱

アクセス出来ない使
用済燃料の存在

通常炉の場合、営業運転の終了後、核燃料物質（使用済燃料等）
を撤去して他所に移動（譲渡等）した後に、廃止措置を実施

核燃料物質撤去後は、放射化生成核種（Co-60：半減期５年）の
扱いが主なテーマとなる。世界的に先行例が多い。

原子炉等規制法より（危険時の措置）の要点
第六十四条（危険時の措置）

① 地震、火災その他災害が起こった原子力施設に対して応急の
措置。

② さらなる災害を防止するため、または特定核燃料物質を防護
するため「保安又は特定核燃料物質の防護につき特別の措置
を要する施設（特定原子力施設）」として指定。

③ 原子力事業者に対して、保安又は特定核燃料物質の防護のた
めの措置を実施する計画の提出を求め、その計画に沿った措
置を命ずる。

正常に運転を終
了した原子炉の
廃止措置例

事故を起こし
た福島第一原
発電所の廃炉
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中期的リスクと長期的リスク
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◼ 燃料デブリのリスクを継続的、かつ、速やかに下げるためには、中長期的リスクの
低減と長期的リスクの低減という2つの視点の戦略が必要

中期的に、原
子炉内部の安
定が損なわれ
ないことが大
事

長期的な経年
劣化で、漏えい
させてはならな
い

中期的リスク

長期的リスク

燃料デブリについて現在維持されている“一定の
安定状態”からの逸脱が発生するリスク

核燃料物質が、将来的に建屋の劣化に伴い漏え
いし、環境汚染が発生するリスク
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福島第一原発の廃炉に向けた技術戦略 リスク低減の考え方

目 標 「十分に安定管理がなされている領域」（水色領域）に持ち込むこと
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福島第一原発の廃炉に向けた技術戦略 汚染水・処理水対策

主 な 目 標

課題と技術戦略 汚染水対策

◼ 汚染水発生量を2025年内に100㎥/日以下、2028年度末頃に約50～70
㎥/日程度に抑制

◼ 敷地等のリソースを確保し、廃炉作業全体を着実に推進するため、ALPS処理
水を安全かつ確実に放出

汚染水発生量を100㎥／日以下に
できる見込みであり、更に低減するこ
とが課題

現在進められているデブリ取り出し工
法選定と併せ、中長期を見据えた対
策の検討が必要

従来から進めているサブドレン水位の
低下、フェーシング工事に加え、局所
的な建屋止水を進める

燃料デブリ取り出し工法ごとに浄化シ
ステムや建屋の止水対策が異なるた
め、取り出し作業との干渉性を考慮
した上で、工法に応じた汚染水対策
を整備
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福島第一原発の廃炉に向けた技術戦略 ALPS処理水の海洋放出に関する取組

図  ALPS処理水の分析体制
（出典：原子力規制庁）

課題と技術戦略 処理水対策

計画どおり確実に設備を運用すると
ともに、関係機関の分析・モニタリン
グ結果を含め、その状況を迅速かつ
透明性高く発信することが不可欠

• 希釈前のALPS処理水について、トリチウム以外の放射
性核種濃度が規制基準値※を確実に下回ることを確認
の上、希釈して放出

• 海域モニタリングは、東京電力、環境省、原子力規制委
員会、福島県など複数機関で実施

• 分析、モニタリング結果及び海洋放出関連設備の運転
状況は処理水ポータルサイト等を通じて公開

✓ 東京電力及び放射性物質の分析に専門性を有する第三者機関にお
いて実施

※告示濃度限度比総和1未満

海洋放出開始後も
IAEAによるレビューが継続
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※イメージ図につき実際と異なる部分がある場合がある

ガレキ撤去時のイメージ図 燃料取り出し時のイメージ図

ガレキ撤去用天井クレーン

解体重機

ガレキ荷降ろし用開口

大型カバー

仮設構台

FHM
クレーン

内部カバー

          
附帯設備
（換気空調設備等）

N

図  1号機 がれき撤去時
（イメージ図）１号機

福島第一原発の廃炉に向けた技術戦略 プール内燃料取り出し

主 な 目 標

2031年内に1～6号機の全てで使用済燃料プール
からの燃料取り出しの完了を目指す

• 1号機取り出し開始は2027～2028年度

• 2号機取り出し開始は2024～2026年度

課題と技術戦略

不安定な状態で存在する天井クレー
ンを撤去するため、十分な調査が必
要

調査が可能となった段階で速やかに
調査し、安全評価、ガレキ撤去計画
に反映

2号機

国内原子力施設では経験のないブー
ム型クレーン式の燃料取扱設備を遠
隔操作で確実に運用することが課題

事前に操作・機能性を十分に習熟
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図 小型ドローンによるPCV内部調査（気中部調査）の結果

（出典：2024年3月28日 廃炉汚染水対策チーム会合事務局会議資料）

ペデスタル内 CRD交換用開口部付近のCRDハウジング

福島第一原発の廃炉に向けた技術戦略 燃料デブリ取り出しに係る主な目標と進捗

主 な 目 標

◼ 2号機の試験的取り出しの着手時期は、現時点で2024年8月から10月頃を
見込む

◼ 取り出し規模の更なる拡大について、2号機
の燃料デブリ取り出し、内部調査、研究開発
等を見極めつつ、収納・移送・保管方法を含
め、方法の検討を進める。

進 捗 1号機内部調査

• 小型ドローンによるペデスタル内・外（気中部）の
PCV内部調査を実施

• ペデスタル内CRD交換用開口部付近には、脱落
したCRDハウジング等が開口部を塞いでおり、その
上部には塊状の物体が付着（つらら状の部位
も）

• ペデスタル内・外壁（気中部）に大きな損傷は
確認されず
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図 テレスコ式装置による燃料デブリ採取（イメージ図）

01. 事前準備（済）

02. 隔離部屋設置（済）

03. X-6ペネハッチ開放（済）

04. X-6ペネ内堆積物除去（済）

05. X-6ペネ接続構造等の設置←実施中

06. テレスコ式装置の設置

07. 燃料デブリ採取（試験的取り出し）

08. 燃料デブリの収納

09. グローブボックス受入・計量

10. 容器の取出し・輸送容器へ収納・搬出

11. 構外輸送及び構外分析

試験的取り出しの作業ステップ

※引き続き、ロボットアームによる内部
調査・燃料 デブリ採取を実施

福島第一原発の廃炉に向けた技術戦略 2号機試験的取り出し

意 義 燃料デブリの取り出しは、福島第一原子力発電所で初の試み

• PCV外側への閉じ込め障壁拡張は、今後の取り出し作業の基本的な現場構成の形

• この経験や取り出したサンプルから得られた情報は、今後の廃炉の取組の中で活用

課題と技術戦略

PCVの内部状況が不確かな中で、一連の作業を段
階的に進めていくことが課題

要求性能を満たすことを確実に確認

綿密な計画の立案

✓ モックアップ試験での様々な状態での機能検証

✓ 作業時の不具合等の経験も踏まえ、安全かつ慎重に進める

テレスコ式試験的取り出し装置
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① PCV・RPV内が極めて高線量

② 原子炉建屋内が高線量

③ 現場情報の不足

④ 閉じ込め障壁構築

⑤ 臨界管理

⑥ 廃棄物管理

福島第一原発の廃炉に向けた技術戦略 3号機取り出し規模の更なる拡大

意 義

取り出し規模の更なる拡大は、廃炉事
業の重要なプロセスであり、廃炉事業
の成否を左右

工法の選定は、極めて重要な決定事項

• 選定に先立って、東京電力のみでなく、国、
NDFが連携して、総合的に検討・評価※するこ
とが必要

※2023年2月に設置した「燃料デブリ取り出し工法評価小委員会」で検討・評価
を開始

課 題

燃料デブリ取り出しを困難にしている要
因を十分認識し相応しい工法を検討
すること

燃料デブリ取り出しを困難にしている要因
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図 固体廃棄物の安全な処理・処分方法を合理的に選定するための手法

福島第一原発の廃炉に向けた技術戦略 廃棄物対策（1）

主 な 目 標

◼ 2021年度に示した処理・処分方策とその安全性に関する技術的見通しを踏まえ、廃棄
物ストリーム※の構築に向けて、固体廃棄物全体の管理として適切な対処方策の検討を
進める

◼ 保管・管理及び処理・処分の検討を進める上で必要な分析計画の策定・更新を実施し、
それに基づく分析を着実に進める

※廃棄物の種類ごとに、その発生・保管から処理・処分までの一連の取扱いを示したもの
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福島第一原発の廃炉に向けた技術戦略 廃棄物対策（2）

課題と技術戦略

性状把握

保管・管理

処理・処分

多様な固体廃棄物について、その優先度、
分析の目的と定量目標等を定める中長期
的な分析戦略を策定し、それに基づく分
析・評価が必要

今後の廃炉作業の進展に応じた固体廃棄
物の保管・管理を安全かつ合理的に進める
必要

中長期ロードマップの第3期における廃棄体
の仕様や製造方法の確定のため、固体廃
棄物の具体的管理について全体として適
切な対処方策の検討を進める必要

統計論的方法等を利用した分析計画法に
よる中長期分析計画の策定フローを確立
するため、その試行実績を蓄積し、妥当性
を確認

固体廃棄物の発生量の増大に備え、表面
線量率による区分から、放射能濃度による
管理に移行し、合理的な廃棄物区分や構
内再利用等を検討

処理技術に関する未対応の課題及び処分
オプション案の検討により、処理・処分方策
の選択肢を創出

明らかになりつつある性状データ等を用いて
選択肢の比較・評価を行い、固体廃棄物
の特徴に適した廃棄物ストリームの構築等
を検討
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